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SMN、デジタル広告におけるCO2排出量の可視化レポート 

「Logicad CO2計測レポート」提供開始 
～東証プライム企業のサステナビリティ情報開示義務化に向けた環境対策を支援～ 

SMN株式会社（本社：東京都品川区、代表取締役 執行役員社長：原山 直樹、以下SMN）

は、自社DSP「Logicad」および「TVBridge」における広告配信時に発生する二酸化炭素（CO2）

排出量を計測・可視化するオプションサービス「Logicad CO2計測レポート」を、2026年3月23日から

提供開始します。本サービスを通じて、環境対策の可視化やサステナブルな企業ブランド構築を支援す

るとともに、SMN自身も環境配慮を推進し「企業から選ばれる総合デジタルマーケティングテクノロジー企

業」を目指します。 

 

■ 背景・目的：2026年4月からのCO2排出量の情報開示義務化に向けた取り組み 

2016年の「パリ協定」発効を契機に、日本国内でも「カーボンニュートラル」実現に向けた温室効果ガ

ス削減の取り組みが本格化しています。こうした背景から企業への環境配慮の要求も強まり、2027年3

月期※からは東証プライム上場企業を対象に、サプライチェーン全体（スコープ3など）の温室効果ガス

排出量に関するサステナビリティ情報開示が有価証券報告書にて順次義務化されます（第一弾は

2026年4月より時価総額3兆円以上の企業約70社が対象）。 
※2026年4月1日以降に開始する事業年度 

この制度改正に伴い、対象企業は日々のデジタル広告配信に伴う二酸化炭素排出量についても可

視化と開示対応が求められます。当社はこのような企業の課題を解決し、環境対策を支援すべく、本サ

ービスの提供を開始いたします。  

■ 「Logicad CO2計測レポート」サービス概要 

提供レポート： ①期間中の排出量実績、②構成比、③ドメイン毎の排出量、④算定報告書 

計測範囲： DSP・SSPそれぞれのサーバー処理、ネットワーク通信、 

およびメディアでの広告表示において発生する二酸化炭素排出量を算定します。 

※計測可能DSPは、Logicad、TVBridgeとなります。 

計測方法： 二酸化炭素排出を実質ゼロに活動を推進する広告業界団体「AD NET ZERO」が 

提唱する、温室効果ガスの排出測定基準「Global Media Sustainability 

 Framework」をベースに、SMN独自の算出方法で計測します。 

料 金：  無料 

 

 

 

 

【計測イメージ】配信実績（インプレッション）を活用し、赤枠部分の二酸化炭素排出量を計測 



 

 

■本サービス提供の狙いと今後の展望 

SMNは本サービスの提供を通じて、SDGsやカーボンニュートラルに積極的に取り組む広告主様の環

境対策を可視化し、IRやESGレポートへの活用、さらにはサステナブルなブランド構築を支援します。当

社自身も環境に配慮した取り組みを推進し、持続可能な社会の実現に貢献するとともに、「企業から選

ばれる総合デジタルマーケティングテクノロジー企業」を目指します。 

今後、段階的なサステナビリティ情報開示の義務化など、企業においてSDGsや環境配慮に関連した

対応がますます求められることが予想されます。SMNは、そうした市場環境の変化や企業のニーズに柔軟

に応えられるよう、商品のアップデートやレポートの拡充を継続し、進化してまいります。 

 

■SMN株式会社について  

2000年3月に設立。ソニーグループで培った技術力をベースに、マーケティング

テクノロジー事業を展開しています。「技術力による、顧客のマーケティング課題の

解決」を実現するため、ビッグデータ処理と人工知能のテクノロジーを連携し進化を

続けています。現在、DSP「Logicad」、マーケティングAIプラットフォーム「VALIS-

Cockpit」のほか、テレビ視聴データ活用広告配信サービス「TVBridge」を提供

するなど、マーケティングに関する様々な課題解決を実現しています。 

https://www.so-netmedia.jp/ 

 

※記載されている会社名、団体名、商品名、サービス名は各社、各団体の商標または登録商標です。 

 

＜本件に関する問い合わせ先＞ 

SMN 株式会社 広報担当 

TEL：03-5435-7944 E-Mail：pr@so-netmedia.jp 

https://www.so-netmedia.jp/

